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令和３年度第４回福岡県行政改革審議会 

 

１ 開催日時 令和３年９月９日（木）１４時００分～１７時０４分 

 

２ 開催場所 福岡県庁行政棟（１０階）特１会議室（オンライン併用） 

 

３ 出席委員 １１名 

 

４ 会議次第 

 （１） 歳入・歳出の改革とガバナンスの強化 

 （２） 県政モニターアンケートの結果について 

 （３） その他 

 

５ 議事録 

事務局：時間より少し早いですが、ただいまより第４回福岡県行政改革審議会を始めさせ

ていただきます。本日は出席委員全員リモートでの開催でございます。まず、行

政改革審議会委員の交代がございましたので御紹介いたします。利島会長に代わ

って、北九州商工会議所会頭の津田純嗣様が新たに委員として委嘱されておりま

す。また、緒方委員、片峯委員、境委員、谷委員からは欠席の御連絡をいただい

ております。続きまして、福岡県行政改革審議会規則の規定に基づき、会長の選

出を行いたいと思います。事務局の案を説明させていただきます。利島会長の後

任として、新しく委員となりました津田委員に会長をお願いしたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声） 

 

事務局：ありがとうございます。御異議がありませんので、津田委員に会長をお願いした

いと思います。それでは、津田会長から一言、御挨拶をお願い申し上げます。 

会 長：皆様、こんにちは。ただいま会長に選出いただきました津田でございます。利島

会長から引き継ぎまして、行政改革審議会の会長を務めさせていただきます。年

度の途中からの会長という形になりますので、皆様のお力をお借りしながら審議

会を運営したいと考えております。よろしくお願いいたします。 

   新たな行政改革に向けて、知事からの諮問を受け、これまで辻副会長をはじめと

して委員の皆様から積極的に意見が出され、議論が行われてきたとお聞きしてお

ります。引き続きこの審議会でも活発な議論をお願いいたします。 

   県におかれましては、私どもの答申を踏まえて行政改革に生かしていただければ

と思います。さらに申し上げれば、この審議会を県に活用していただいて、自ら
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やりたいこと、内外の情勢から言うと表に出しにくいことも含めて前に進めると

いうことで、この審議会を使っていただければと思いますので、よろしくお願い

いたします。どうもありがとうございました。 

事務局：津田会長、ありがとうございました。本日は、次第１の歳入・歳出の改革とガバ

ナンスの強化について審議を行った後、次第２の県政モニターアンケートの結果

を報告いたします。前回の審議会の後に委員から２点、質疑、意見の提出がござ

いました。まず１つ目ですが、「前回、『職場外における職員の自発的取組の推

奨』の中で職員の兼業について御説明がありましたが、ＳＮＳなどを活用した兼

業、例えばユーチューバーとしての活動や、ブログにおけるアフィリエイトでの

収益などについても規定があるのかどうかお伺いします。 

   また、ＳＮＳでの発言・投稿について、国家公務員で問題となった事例もあるた

め、投稿内容に関する規定や、内容が不適切と判断される場合の対応方針が決ま

っているのかどうかお尋ねします。」この質問につきまして、人事課から説明さ

せていただきます。 

県 側：人事課でございます。御質問の点について御回答させていただきます。まず、Ｓ

ＮＳを活用した兼業についての規定の有無でございますが、本県の規定上、兼業

の個別事案につきましては、例えば農業でありますとか不動産賃貸といったもの

につきましては、一定規模の範囲内ということであれば兼業の許可は不要という

規定はございますが、例に挙げていただきましたユーチューバーとしての活動、

これは収入を得る場合でございますが、それからアフィリエイトでの収益などに

ついては特に規定がございません。職員が勤務時間外にユーチューバーとして活

動したりブログを書き込む、こういった行為自体について制限はございませんが、

収益を得る場合には営利企業への従事制限に該当いたします。報酬を得て公務以

外の事業または事務に従事する場合の従事許可につきましては、従事する事業等

の内容が地域の振興、住民生活の向上に寄与するとともに、本県の事業に密接な

関連を有すること、公務の公正や職員の品位に対する住民の信用を損なうおそれ

がないなどの場合に限られておりまして、その活動内容及び収益の内容や種類等

を個別に判断するということになります。なお、例に挙げていただきました御指

摘のようなＳＮＳを使った活動につきましては、特に収益を得る場合につきまし

ては、本人の意思によって収益を上げることを目的としてやっていると解される

可能性が高く、また、掲載されている広告内容が特定の企業の宣伝であることが

多く、公益性や必然性があると判断できる可能性は低いのではないかと考えてお

ります。それから、職員がＳＮＳで発言・投稿する場合の投稿内容についての禁

止行為の規定の関係でございます。本県ではＳＮＳで発言・投稿する行為自体を

禁止行為とする規定はございませんが、県職員の行動につきましては、福岡県職

員倫理条例において「県職員としてふさわしい品位と能力を養い、常に良識ある
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行動をする」と規定をしておりまして、職員は常にこれを遵守する必要がござい

ます。なお、国家公務員につきましては、総務省がＳＮＳでの発言に関しまして、

職務の公正性または中立性に疑義を生じさせるおそれのある内容、こういったも

のの発信、それから、他人や組織を誹謗中傷する内容や他人に不快または嫌悪の

念を起こさせるような発言、公序良俗に反する内容の発信、他人の権利・利益を

侵害するおそれがある内容の発信、さらには社会規範に関する発信、こういった

ものにつきましては国家公務員法で禁止する信用失墜行為に該当する場合がある

として、「国家公務員のソーシャルメディアの私的利用に当たっての留意点」と

いうものを作成し、注意を促しております。本県では、職員によるＳＮＳで発

信・投稿に関しましてまだ問題となる事案は発生しておりませんが、こうした取

組について、本日の議題ともなっておりますが、組織のガバナンスという観点か

ら、今後参考にしてまいりたいと考えております。人事課からは以上でございま

す。 

事務局：次に、二つ目の御意見です。「前回の柱『Ⅱ、県庁ＤＸと働き方改革の推進』の

中に、行政サービスのデジタル化の推進、デジタル技術の活用による業務の効率

化、効率的で風通しのよい職場環境づくりの３項目が置かれていましたが、三つ

目は前の２つとは内容が全く乖離しており、なぜこのような構成になっているの

かがよく理解できません。前の２つのみで県庁ＤＸの推進とし、今日審議予定の

ＥＢＰＭもこの項目に入れ、他の項目に分類されているＤＸ推進関連のものも全

てまとめて構成したほうがすっきりしてインパクトもあると思います。 

   一方、効率的で風通しのよい職場環境づくりは、組織のガバナンスと一緒にまと

めたほうがよいように思います。「歳入・歳出の改革とガバナンスの強化」に入

ってくるのがそぐわないということであれば、歳入・歳出の改革と切り分けて新

たに項目立ててはどうでしょうか。県庁で働く方々に対する対策は他の側面とは

内容的に大きく異なるため、１つにまとめたほうがいいように思います。」この

意見につきまして、行政経営企画課から説明させていただきます。 

県 側：行政経営企画課です。今の委員からの御意見に対して回答させていただきます。

新型コロナウイルスを機に、デジタル化、リモート化などの社会変革が起きてお

り、また、新たな働き方やワーク・ライフ・バランスの実現といった県民の意識

や行動にも大きな変化が生じているところでございます。県ではこれらの変化を

変革の好機と捉え、この流れを後戻りさせることなく加速化していくために、Ｄ

Ｘの推進と働き方改革を次期行政改革の目玉と考えておりまして、第１の柱に据

えたいと思っております。第１の柱は、１、行政サービスのデジタル化の推進、

２、デジタル技術の活用による業務の効率化、３、効率的で働きやすい風通しの

よい職場環境づくりの３つの項目で構成しておりますが、このうち１と２がＤＸ

を中心とした内容、２番と３番が働き方改革を中心とした内容になっております。
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なので、この２のデジタル技術の活用による業務の効率化はＤＸと働き方改革の

両方に共通する項目と考えております。こちらは、今、時間外勤務の縮減が大き

な課題となる中、ＩＣＴなどのデジタル技術を活用して事務の効率化を図るとい

うことは働き方改革を進めていく上で重要な取組の１つであると考えておりまし

て、委員の御提案のように、ＤＸの推進だけで１つの柱にするということも当初

検討はしていたのですが、２の項目がＤＸと働き方改革の両方に共通しておりま

すので、かつ働き方改革と不可分の内容であるということから現在の構成として

いるものでございます。 

次に、ＤＸ推進に関連するものをまとめて同じ項目としたほうがよいという御意

見でございますが、確かにデジタル人材の確保ですとか情報セキュリティー対策

など、他の柱にもＤＸに関連する項目がございます。複数の項目に該当するよう

な取組については、行革大綱の策定趣旨や構成を踏まえまして、最も関連が深い

項目に現在、整理をしております。例えば情報セキュリティー対策につきまして

は、個人情報保護や不祥事防止対策等の連携した取組が重要なことから、ガバナ

ンス強化の項目に現在、位置づけているところでございます。 

   ただし、ＥＢＰＭにつきましては、委員御指摘のとおり、ＤＸでまとめるほうが

よいと我々も再度検討して考えましたので、ＥＢＰＭについて今回議論させてい

ただくのですが、最終的には第３の柱から第１の柱に位置づけを変更させていた

だきたいと思います。 

   あと、現在策定中の福岡県ＤＸ戦略においては、県の政策方向をＤＸの視点から

１つに取りまとめることとしておりますので、そちらも御参考までにお伝えいた

します。 

   最後に、前回、ＤＸ戦略推進委員会における議論について共有してほしいという

御発言がありましたので、庁内での検討状況につきまして、まだ外部に出せない

情報も入っているものですから非公開の形で、次回、時間を設けまして、そこで

情報共有をさせていただきたいと考えておりますので、この場を借りて御報告さ

せていただきます。よろしくお願いします。以上です。 

事務局：続きまして、前回の審議会の時間外勤務の縮減の取組の中で、新型コロナウイル

スへの対応等、ほぼ２４時間対応が求められるような業務について、職員の健康

を守るため、時間外勤務の縮減と併せて勤務間インターバルといった制度を導入

する必要があるのではないかとの御質問をいただきました。この件につきまして、

人事課から補足説明がございます。 

県 側：人事課でございます。前回、御質問をいただきましてありがとうございました。

前回も御回答させていただきましたけれども、ちょっと不十分な部分がございま

したので、補足を含めて改めて回答させていただきたいと思います。 

   新型コロナウイルス対策に係る時間外勤務の状況は、感染者数の増減に大きく影
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響を受けます。このため、一律に勤務間インターバル制度を導入することは現実

的には難しいと考えております。ただ一方で、日々の業務の中で、例えば陽性者

数の取りまとめを行う業務など、１日なべて忙しいということではなくて一定の

時間帯に業務が集中するといったような性格の業務もございます。 

   このため、本県では、こうした業務実態を勘案しまして、昨年の９月から、勤務

の開始時間を１３時とする新たな勤務シフトを導入いたしまして、長時間勤務の

抑制に努めているところでございます。前回の回答の中でこの取組のことをお伝

えすべきところを失念しておりましたので、補足で回答させていただきます。 

   新型コロナウイルス対策に関しましては、引き続きこの制度の活用を図ることで

時間外勤務の縮減を図るとともに、きめ細かな健康指導などと併せて、職員の健

康を守るために必要な対策を行っていきたいと考えております。以上でございま

す。 

事務局：では、この後の議事につきましては、本来であれば進行を会長に行っていただく

ところですが、これまでの議論の経緯もありますので、当面、辻副会長に進行を

お願いしたいと思います。それでは、辻副会長、よろしくお願いいたします。 

副会長：本日もよろしくお願いします。今、審議の途中ですので、切りのいいところまで

を会長の御指示をいただきながら進めていきたいと考えております。 

   それでは、早速ですが審議に入ります。先ほど県の説明が３つほど続きました。

これにつきまして、皆さんから何か御質問、御意見があればお伺いしたいと思い

ます。いかがでしょうか。それでは、ないようですので、次に進みたいと思いま

す。 

   今日も結構審議案件がありまして、３時間弱の時間がかかるのではないかと覚悟

しております。途中、できれば１回、休憩を取りたいと思っております。 

   併せて、資料ごとに説明していくことになりますが、中身によって早く終わりそ

うなものと少し時間がかかりそうなものはあるのですが、３０分位で進むと働き

方改革にもかなった形で充実審議ができそうですので、皆さんも言いたいことが

ありましたら遠慮せず早めに御発言いただけたらと思っております。 

   それでは、先ほど事務局から議題の説明があったとおりですが、まず資料１につ

きまして、事務局より説明をお願いします。 

 

（県側説明）資料１ 新たな財政改革プランの策定 

           

副会長：ただいまの説明につきまして、皆さんのほうから御質問、御意見をお願いします。

いかがでしょうか。では、私のほうから一つお伺いしたいのですが、今、収入の

見込みが以前に比べるともっと落ち込むのではないかと思ったら、意外にそこそ

この状況が維持できる中で、そろそろ確定すると思うのですが、今、収入が今後
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どうなるかというのが難しい状況になっているのではないかと思っています。 

   今の県の状況からすると、実績ベースだと、まず、もともとどのぐらい確保して

いたのがどの程度に収まったということなのか、それから、現時点でもう少し踏

み込んで言うと、これが来年度、再来年度に向けてどういう歳入の状況になりそ

うなのか、可能な範囲で教えていただけたらと思います。いかがでしょうか。 

県 側：財政課でございます。収入ということで、特に一番大きいところで申しますと県

税収入ということになろうかと思います。今、副会長おっしゃられたように、昨

年度からコロナということで、非常に大きい割合を占めております法人関係の税

が大きく落ち込んでおりました。ですから、昨年度、令和２年度の当初予算で計

上しておりました分から申しますと、極めて異例ではございますけども、年度途

中の１２月の議会において、一旦、税で申しますと４００億程度減額をしたとこ

ろでございます。その後、景気の回復というところまでは行かないと思いますけ

ども、落ち込み幅が我々の思ったほどでもなかったということでございまして、

決算におきましては半分程度戻っているというところでございます。 

ただ、令和３年度、今年度につきましては、県税で申しますと６,３９０億、約

６,４００億組ませていただいております。この額と申しますのは、例えば地方

消費税が令和元年度の１０月に１０％に引上げということになっておりますので、

それの年間分が入ってくるということになりますともっと大きな額を組めるんじ

ゃないかと思っておりましたけれども、やはりこの当初予算を組んだ時点で非常

に厳しい状況ということで６,３９０億にとどまっているというような状況でご

ざいます。今、この時期ですので、まだ今年度どうなるかというところははっき

りつかめておりません。もちろん月締めとかで分かる分はきちんと把握はしてお

るのですが、法人関係で申しましても、１１月の中間申告等で今年度が見えてく

るというようなところもございますので、まだ今年度に組んでいる税収がどうか、

上振れ、下振れも含めまして、ちょっとお答えするのが難しいかなと思っている

ところでございます。そういった状況ですので、御質問にありました来年度、再

来年度どうなっていくのかというところは、今の時点では私のほうからもお答え

づらいところがございます。 

   ただ、財革プランということで、これは来年度以降５年間を見込ませていただく

プランでございますので、そこは、例えば内閣府のほうで経済情勢等がどう動い

ていくかというのは公表されるところでございますので、それを踏まえて、本県

のいわゆる法人税等を納めていただく業種等の動向がどうなっていくかというの

も踏まえて、そういったところをきちんと把握しながら、このプランの歳入の部

分を見込んでいきたいと考えております。すみません、きちんとしたお答えには

なっていないかと思いますけど、そのような状況でございます。 

副会長：税まで聞くと次の２番目の議題のやつとダブっちゃったのですが、どうもすいま
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せん。今の話でいきますと、こういう歳入の見込みが大分立ちづらい中で、しか

し５年で計画をつくるというスタイルはなるべく今回維持したいと。２年目の折

とか３年目の折だとか、そういうことは考えずに、やっぱり５年で一定の見通し

をつけるプランをつくっていきたいところは変わらないと考えていいのかどうか

ということと、あと、基金の話がありましたけど、これは各県の中で、まず基金

の切り崩しを優先して財政運営をしていくというところと、何があるか分からな

いので、やっぱり基金は最低限のボリュームを維持しながら財政運営をしていく

のだという２つのスタイルに分かれていると思うのですが、改めてお伺いします

と、その部分につきましては福岡県のスタンスとしてはどういうことなのでしょ

うか。 

県 側：まず、次期プランも５年間の計画かということでございますけども、答えから申

しますと５年間を考えております。１つは、県の総合計画を来年から５か年で立

てていくということと、この財政改革プランの上部のプランになります行政改革

大綱を今、御議論いただいておりますけど、これも５年間ということで、その大

綱の歳入・歳出の改革の部分を具現化する計画がこの財政改革プランと考えてお

りますので、５年間で策定をしたいと考えております。それから、基金の取崩し

を前提として必要な予算を組んでいくのかという御質問かと思いますけども、財

政のサイドといたしましては、やはり毎年の入ってくる収入の範囲内でやってい

くことが今後の安定的、持続的な財政運営には必要かと。それは基本ということ

で考えております。 

   ただし、ここ数年、災害等も連続で発生してきておるということでございます。

そういった対策につきましては、短い期間できちんと仕上げていくというような

ことを最優先で考えます。そうしますと、例えば、災害には国庫も入ってきます

けども、県債を発行して財源に充てる、それを後年度に償還していくという仕組

みになります。後年度の負担はその点増えるということでございますけども、申

しましたように、やらなくてはいけない対策は最優先でやらせていただきたいと

考えております。ただし、基本は維持費の中で考えていきたいということでござ

います。 

   それから、基金残高をどのぐらいを持っておくのかというところですけども、実

は今までのプランの中で基金残高のいわゆる目標という定め方はしておりません。

今回、５年間の計画を立てます前提は、今年度は幾ら基金残高があるかというと

ころで収入の確保ですとか歳出の見直しとかを行って、その結果、５年後にこれ

ぐらいになるというようなところでございます。そういった意味での現行プラン

の目標は、令和３年度の着地点として４５０億となっておりました。 

   参考までに、その４５０億というのがどのようなものかと申しますと、税収等の

標準財政規模というのかございます。本県は９,０００億程度でございまして、
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それの５％に当たる部分でございます。 

副会長：分かりました。ありがとうございます。それでは、ほか、いかがでしょうか、皆

さんのほうで。それでは、会長、お願いします。 

会 長：素人の質問で申し訳ございません。３兆９,０００億円というのは大きいよなと

いうイメージはあるのですが、予算規模に対してこの福岡県というのはどれぐら

いのポジショニングになるんですか。 

県 側：財政課でございます。県債残高の３兆９,０００億ということでございます。本

県の令和３年度の予算が２兆１,０００億程度でございますので、２倍近くに膨

らんできておるというような状況でございます。 

   ただ、他県の状況等と比較をいたしますと、人口割とかでやらせていただきます

とそうは高くない、真ん中より低いほうの状況でございます。 

   あと、このように残高がずっと膨らんできておりますけども、資料を御覧いただ

いての御質問かと思いますが、例えば臨時財政対策債というのがございます。本

来、交付税で国のほうから支給をされる分が、その原資が足らなくて国と都道府

県とでいわゆる財政対策債という県債を発行して賄っていく分でございます。こ

のような分につきましては、その償還に応じまして国の交付税に上乗せをされる

ということでございますので、実質的に県税とかを財源として返していくという

わけではございませんので、一概にその額が膨らんできているのが悪いような状

況ということは考えておりません。 

副会長：ありがとうございます。その他、どうでしょう、皆さんのほうから。よろしいで

すかね。それでは、次の税収関係も関係していますので、次の資料２のほうに進

みたいと思います。それでは、説明をお願いします。 

 

（県側説明）資料２ 歳入の確保 

 

副会長：それでは、皆さんのほうから御質問、御意見をお願いします。いかがでしょうか。 

委 員：御説明ありがとうございました。何点かですけど教えてください。まず、最初の

税収確保に向けた取組の充実というところなのですが、ここの分で、徴収対策と

いうことで市町村との連携を進めていただいているという御説明がありました。

これは全国的にいろんなところで随分前から取組を進めていまして、うまく連携

することによって、徴収率が上がるだけではなくて、現場での専門人材の不足な

んかもカバーできたり、あるいは人材育成にもつながったりするということで、

これは単に税収の確保だけではなくて波及的な効果もかなりあるのではないかと

思っているのですが、これまでの取組の成果としてどのようなものが認められる

のかというところを分かる範囲で教えてください。徴税率についてもどのくらい

上がっているのかというのが資料からはよく分からないので、そのような数値も
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ありましたら教えてくださいというのが１点目です。 

   ２点目はふるさと納税の活用ですけれども、これは全国的にいろんな自治体が何

とか活用するために集めたいというので、おっしゃるとおり競争になっていると

ころかと思います。これについて、福岡県の政策方針として、例えばどのような

目標を掲げて取組を進めておられるのかというような点を教えていただければと

思います。年によって納税の件数とか金額が随分違うようではありますけれども、

それは何かその年の政策や取組が効いているのかとか、何か状況があるのか、要

因も知りたいと思っているところもありますので、その点を含めて教えていただ

ければと思います。 

   あと、目標の実現とも関わるかもしれませんが、寄附者の満足度が恐らくかなり

重要なのだと思いますけれども、こういうことについて、何らかの形で把握して

次につなげるような仕組みがあるのか、この辺りをよろしければ教えていただき

たいと思います。私からは以上です。 

副会長：それでは、お願いします。 

県 側：最初の質問、市町村との連携でございますけれども、これは各地区の市町村に声

かけをしまして併任をかけたりとか、技術を教え合ったり、そういったところで

職員それぞれの資質の向上に励んでいるところでございます。何分、市町村のほ

うもそれに携わる職員が少ないということで、県のノウハウを必要にしていると

いう状況がございますので、そういったものを積極的に市町村のほうに伝える、

教える、そういったことをやっているところでございます。 

質問にございました、それで幾ら税収が上がるのかというところは、数字的なも

のはちょっと持ち合わせてはございませんけれども、資料２の個人県民税は市町

村が主体になっておりまして、このような傾向をたどっている、ずっと落ちてき

ているという状況がありますので、こういう効果はしっかりあっているのかなと

思っております。 

それから、第２点のふるさと納税でございますけれども、これは目標自体を設定

しているのかということでございますが、金額的な目標は設定しておりません。

ただし、ふるさと納税の本来の趣旨が、全国的に今、返礼品在りき、そういう状

況にはなっているというのは承知しております。ただし、本来の寄附の趣旨、ふ

るさとに貢献したいという思いからされる方の気持ちをしっかり捉えられるよう

な施策を福岡県でもしっかりつくっておかないといけないのかなと考えておりま

す。ですので、返礼品は当然あるのですが、それのほかに、クラウドファンディ

ング、こういったものを活用しまして、福岡県の魅力ある事業に寄附したいとい

うような方を拡大していきたいと考えておるところでございます。 

年によって金額にかなり凹凸があるのではないかという御指摘ですけれども、こ

れについては県としての施策ということで何か方針を決めているわけではなくて、
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そのときそのときに起こった災害であるとか、そういったものについて、被災を

されました市町村、それから福岡県に寄附をされるという方が増えているという

ような状況がございますので、それが数字に反映していると考えております。 

   あと、寄附者の満足度でございますけれども、これはアンケートとかそういった

ものを取って、寄附者がどういうふうに思っているか、返礼品に対して満足して

いるのか、こういう制度について満足しているのか、あとは、制度自体について

どのような意見があるのか、そういったものを募っているところでございます。 

委 員：御説明ありがとうございました。行政改革審議会ということでございますので、

１点、意見を申し上げさせてください。 

ふるさと納税のほうですけれども、そのときの状況によって増えたり減ったりと

いうのは当然あるだろうと思います。確かに最近は災害の支援というのは、皆さ

ん善意で支えたいということで、大きな災害があったところには返礼品なしのふ

るさと納税をするということが全国的にかなり増えてきています。だから、こう

いうのはきちんと活用していただくというのは非常に大事だと思っています。た

だ、それとは別に、通常の状態でのふるさと納税についても、県はどのような方

針でふるさと納税の制度に関わっていくかということは当然決めて進めていく必

要が恐らくあるはずだと思っています。つまり、県の政策の一つとして行うわけ

ですから、どのような目標を立てて、その進捗管理をどのようにして、そのため

にどれだけのお金とマンパワーをかけるのか、資源の配分という意味でも、金額

でなくて構わないと思うのですが、やはり何らかの形での政策目標を設定して資

源の投入をするということが必要であろうと思います。その点では、災害の部分

などとは別に分ける形で、きちんと内容を分析して次につなげていただくという

のがＥＢＰＭにも資すると思いますので、ぜひ今後、御検討いただければと思い

ます。 

副会長：いかがですか。 

県 側：今、委員御指摘のとおりだと思っております。税務課としても、県の寄附は増や

したい、それで歳出のほうにいい形で還元できればなと考えております。ですの

で、ふるさと納税については、今の意見をしっかり受け止めまして、どのような

形でやるのが一番いいのかというのはしっかり検討させていただきたいと考えて

おります。ありがとうございます。 

副会長：その他、いかがでしょうか。 

委 員：ありがとうございます。企業版ふるさと納税についてお尋ねしたいと思います。

次の議題の公共施設の話とも関わってくるかと思うのですが、県の施設の改修で

すとか整備への企業版ふるさと納税の活用というのを検討しておられるかどうか

ということをお教えいただければと思います。基礎自治体などでは、例えばスポ

ーツ施設の改修ですとか、そういったものによく企業版ふるさと納税を有効活用
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しているケースなどもあろうかと思いますけれども、その辺りの状況と方針をお

教えいただければというのが１点でございます。 

それから、もう１点、これも企業版ふるさと納税でございますけれども、施設で

はないのですが、いわゆるスポーツイベントですとか文化イベント、この１０月

にも福岡県のほうに主催に入っていただいて北九州市で世界体操・新体操選手権

が開催されますけれども、そういった大規模なイベントなどへの企業版ふるさと

納税の積極的な活用ですとか、その辺りの状況についてもし提示いただけますと

幸いです。よろしくお願いします。 

副会長：お願いします。 

県 側：企業版のふるさと納税でございますけれども、これにつきましては、ふるさと納

税で今、企業さんのほうに提示している事業としましては、バイオ産業拠点化推

進事業であるとか、それから立花宗茂、こういった地域活性化事業、そして県立

美術館の基本計画策定事業であるとか、あと、障がい者アスリート強化拠点事業、

そのほかにも実は３つぐらいあるのですが、こういったものを提示しまして、福

岡県を応援してくださいという広報に励んでいるところでございます。ですので、

こういったスポーツイベントであるとか、あと、施設、こういったのにも企業版

は活用していきたいなと考えております。それから、先ほど私のほうから少し触

れましたクラウドファンディングにつきましても、これは事業を絞っていく必要

性があるかと思うのですが、魅力ある施設とか、例えば先ほども申しました県立

美術館とか武道館、こういったものがそこで出せるのであれば出していきたいな

と考えているところでございます。 

委 員：ありがとうございます。今もう既に取り組んでおられるということですとか、あ

るいは今後の可能性も検討いただくということで、大変心強く思っております。   

いろんなスポーツイベントや文化イベントというのは、地域のにぎわいづくり、

県のにぎわいづくりのために必要、かつ、一方でその経費をどうするかという非

常に難しい問題があります。また、そういったものを開くに当たっては、やはり

ハード面の改修ですとか整備といったものが必要になりますので、そういった部

分でうまく企業版ふるさと納税を活用いただいて、企業とともに県、自治体のほ

うで環境を整えていただければと思います。どうもありがとうございました。 

副会長：その他、いかがでしょうか。 

委 員：御説明ありがとうございました。ちょっとほかの委員さんともかぶるかもしれな

いのですが、先ほどふるさと納税ですとかクラウドファンディングという新しい

取組での財源の確保を検討されているということなのですが、通常、この辺りの

計画というのは、先ほど目標がないというお話だったのですが、目標がないと、

例えば公開する場合のサイトをつくるとかマーケティングをするといったときに

費用が発生すると思います。そのコストが発生するといったときのコストに対す
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る考え方は、目標がないと立てられないはずなのですが、ここは目標なく進んで

いく、コストも幾らかかるか分からないというような感じなのですか。 

でも、ＫＰＩがない中でどういうコストを使っていくのかという配分は、そもそ

もコストカットをいろいろされている中でやらないといけないということも重々

承知ですけども、目標がない中でやるということは、新たなコストが発生してい

くというように聞こえてしまうので、そこはどのようにお考えなのかなというの

が１点。あと、ここをなぜ私が指摘しているかというと、この後出てくるであろ

うＥＢＰＭの話というのは、今私の関わっているほかの省庁でもよくお話が出て

おりますけれども、ＥＢＰＭのエビデンスがない中でのデータ、先ほどもほかの

委員さんがおっしゃられていたように、今までの満足度の調査ですとか、どれぐ

らいのコストをかけた上でどのぐらいの寄附が来たのかということを分析してい

ない中でやるには、ＥＢＰＭの導入に関しても全然意味がなくなりますので、デ

ータに基づいて実証していくということがこれから重要になっていく中ではどの

ような計画で進まれるという感じでいらっしゃるのかなというところをお聞きさ

せていただければと思います。 

副会長：後者はまた後でもありますけど、この段階でまずお聞きできることはお聞きして

おきたいと思います。では、お願いします。 

県 側：まず、クラウドファンディングの目標の立て方、そういったものでございますけ

れども、クラウドファンディングはまだ発進していないというか、制度としては

まだこれからというところでございます。クラウドファンディングで事業を選定

しまして、目標額をそれから設定すると。この目標額というのも、事業にかかる

金額、それから、あとは、寄附者にとってこれが実現しそうな金額なのかどうか

とか、自分が寄附をして貢献できそうな金額なのかどうかとか、そういった多角

的な検討が必要なのかなと考えておるところでございます。ですので、クラウド

ファンディングをするにしても、その事業を選定して、あと、目標額の設定とい

うのはまだこれからという状況でございますけど、目標はそこでしっかり立てて

いくということは考えているところでございます。 

あと、満足度の調査についてでございますけれども、これも先ほど申しましたよ

うに、クラウドファンディングとかそういったものはこれからの施策というとこ

ろもございまして、しっかり意見を検討いたしまして、そこで必要であると考え

ておりますので、寄附者の満足度、こういったものについてはしっかり把握して

やっていきたいなと思っております。すみません、ちょっと説明になっていない

かもしれません。よろしくお願いします。 

委 員：要は、私が言いたいのは、計画を立てるに当たって、かかるコストが必ず出てく

ると思うんです、人だとか。例えば、ふるさと納税も含めて、そういうお知らせ

をするために誰かにデザインを頼むとか、いろんな人たちが関わってくると思い
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ますけれども、そういったときにかかるコストというのが出てくる。それが赤の

ままそのプロジェクトが走るというのは、普通、民間で言うとあり得ない話なの

で。ちゃんと利益ベースでできているのかということをきちんとやっていかない

と、ＥＢＰＭに乗らないよという話も含まれているので、ＫＰＩがそもそもプロ

ジェクトごとに設定されているのかどうかというのは、この件だけではなくて、

収入の話だけではなくて、出ていくコストに関しても、実際にプロジェクトごと

に収支の管理をしていくことはすごく重要だと思います。これから新しく考えら

れることと今までやってきたことに関しては、絶対に赤を出してはいけないよう

な話ですから、そこをきちんと管理していくというのがこの行政改革ですごく重

要なのではないかなと思ったのでお話をさせていただきました。 

なので、収支の計画と、計画をそのとおり実行するというのはもともと行ってい

らっしゃったと思うのですが、新しいことに対しての目標値が設定されていない

というのは結構重大な問題だと思いますので、そもそも今どれぐらい収入が足り

ていないから、ここでどれぐらい見込めそうだというような予測を立てて、そこ

の予測からコストを算出して、これぐらいの予算の中で実施していこうという計

画を立てられるのはすごく改革としても重要なのではないかなと思って、意見を

述べさせていただいています。 

副会長：いかがですか。 

県 側：今の御指摘の趣旨はよく理解しております。費用対効果とか、そういったものは

しっかり把握しながら事業を進めないと、せっかくやっても全て赤が出るという

ことになってはいけないと考えております。 

幸い、ふるさと納税、こういったものについては寄附額の３割程度に抑えるとい

う国からの指摘がございます。それにかかった費用が若干上乗せになるところで

ございますけれども、そこら辺のかかった費用、こういったものについてしっか

り把握しまして、効率のいい事業を目指してやっていきたいと考えております。 

副会長：最終的には、今の御指摘にあったように、やっぱり費用対効果があるか客観的に

見ていくことが重要になりますが、それにつなげていくに際しても、まず現状で

どのぐらいのパフォーマンスにあるかというのをもう少し数字で客観的に見ると

分かりやすくなると思うんですよ。それで、例えば税の徴収対策の部分で言うと、

全市町村分か、県分も含めてなのか、徴収率がありますよね。今、現年分、過年

分で県、市町村を合わせて徴収率がどのぐらいになっているのか。県だけで見ら

れるのか分かりませんけど、それがどうなっているかというのは多分、手元に数

字がありますし、企業版ふるさと納税に関しては、結局、産品が送られてこない

ということがあっていまいち受けていない、使われていないのですが、逆に、企

業版ふるさと納税を前提に地方創生関係の交付金が交付されたりだとか、幾つか

は企業版ふるさと税の活用をセットに基金を取れるような仕組みになっていたり
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します。それらの獲得実績を見ると、現在どのぐらいこの企業版ふるさと納税を

活用できたかが分かると思うのですが、これが、現時点で福岡県ないしは福岡県

市町村はどういう状況になっているのか、分かりましたら教えてください。 

県 側：今の委員御指摘の数字ですけれども、今すぐ明確に出せるものがございません。

申し訳ございません。 

副会長：それでは、確認をお願いします。それとあと、あわせて、今回、行革の話の中で

税ということを考えますと、今、税目別の対策は、全国でやられているような努

力を福岡県さんも一生懸命やられているというのは分かりました。ただ、こうし

た中で、今いろいろ市町村のほうも、特に県だと県民税と連動してくるのですが、

それこそ徴収の仕方が曲がり角になってきていて、町村会の代表の方もたしか関

係することを言われていましたが、デジタル化が進んでいく中で市町村のシステ

ムがデジタルになってきて、その中でシステムに合わせて徴収していくような体

制になって、その応援の仕方が必ずしもアナログで応援していくような状況では

なくなってきている側面もあると思います。 

一方で、これは福岡県さんも積極的に参加されて、全国の税の共同機構の中で一

部代行したりだとかシステムをやったりだとかという形になってきて、市町村の

ほうは直接、税の共同機構のほうと業務をする、ないしはそのシステムを使うよ

うな形になってきて、今後、県が市町村の徴収対策として何をすべきかというの

が難しい時期になってきていると思います。県によっては一部事務組合をつくっ

たりですとか、県の独自の機構をつくったりですとかいうところに踏み込んだと

ころもありますけど、必ずしもそれがうまくいっているとは言われていないとこ

ろもあると思います。 

   大きな方向として、市町村と県で今後、税収の体制整備をどうやっていくような

考えになっているのか、そこのところを今の感触でもいいですからお聞かせいた

だけたら幸いです。いかがでしょうか。 

県 側：デジタル化についてでございますけれども、これは先ほど話に出ました共同機構、

ここで市町村税の扱っている税目の対象拡大であるとか、そういったものをやっ

ているところでございます。県についても、市町村税について検討を一緒にやっ

ているという状況でございますけれども、まず対象税目の課税であるとか、そう

いったところでの連携が前面に来ていまして、徴収対策、そこら辺の取組につい

てまだ我々もあまり情報を把握できていないという状況でございます。ですので、

そういう市町村のニーズ、それから我々のニーズを共同機構のほうにもしっかり

連携を図って言っていきたいなとは考えておったところでございます。徴収対策

について、共同機構とこういう形でやっていこうとか、そういった話というのは

まだ出ていない状況でございます。 

副会長：その他、いかがでしょうか。それでは、お願いします。 



 

15 

 

委 員：ありがとうございます。１点お伺いします。７ページの県有財産の有効活用につ

いての課題のところの①で、接道条件や形状等が悪い土地が売却できずにそのま

ま残っていると書いてあるのですが、実際、接道条件を修正するというのはコス

トの問題とかいろいろあると思うのですが、費用対効果の可能性が見いだせると

ころで例えば形状の修正ですとかをすれば、売却につなげることができる場所が

あるのではないかというような部分について、御検討されたりということはなさ

っていらっしゃるのかどうか、お教えいただければと思います。 

副会長：お願いします。 

県 側：財産活用課でございます。おっしゃるように、道路の状況はなかなか難しいとこ

ろでございますが、形状等のほうでございます。例えば規模が大き過ぎるとかい

う中でなかなか手を挙げにくいというところであれば、分割とか、そういうこと

も考えられるところではあろうかと思います。 

一方で、例えば道路を整備した残地とか河川を整備した残地、そういったものが

多くございます。そういうものについては、その部分だけを購入するということ

は一般には大変厳しいものがございますので、そういうものにつきましては、隣

接している土地の所有者の方に積極的にお声かけさせていただいたり、そういう

対応を図っているところでございます。 

委 員：ありがとうございます。 

副会長：県有財産の有効活用、これは、対象未利用地は全部で増えているんですか、減っ

ているのですか。どうなのでしょうか。 

県 側：財産活用課でございます。もともと年度当初にあった未利用地の売却等が進んで

いきますと減っていく。一方で、例えば事業が終わって施設を取り壊した後とか、

先ほど申しましたように、道路の整備が終わった、河川の整備が終わった、そこ

で残地が出てくれば、その分がまた増えてくるということになりますので、ちょ

っと言葉は悪いかもしれませんが、いたちごっこの状態になっているという現状

はございます。 

副会長：では、総面積としては大体一定ではなくて増えているんですか、減っているんで

すか。どっちでしょうか。 

県 側：大体とんとん、増えたりも減ったりもしていないという状況でございます。一定

の面積が未利用地としては残っているというところでございます。 

副会長：その点、後で数字は出してもらえますかね、どのぐらいになっているのか。 

県 側：はい、可能でございます。後ほど出させていただきます。 

副会長：その他、いかがでしょう。 

委 員：御説明ありがとうございます。ＤＸを活用して今回の計画をつくるということが

ありますので、その点辺りからお伺いしたいのですが、まず１つは、ふるさと納

税について、年によって本当に大きなばらつきがありますけども、例えば平成２
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９年は９,０００万ですか、非常に多くの税収がありましたけども、令和２年は

その半額ぐらいになっていると。例えば平成２９年はどういうような目的でふる

さと納税をしてくださった方が多いのかということについて、先ほどあまり分析

なさっていないというようなお話がありましたけども、感触としてはどんな感じ

なのかなと。やっぱり災害なのでしょうか。 

それで、もし災害だったとして、２,４８０件もふるさと納税をしていただいて

いるわけですけども、こういう方を追っかけて、例えば今の福岡県のいろんな定

期的なお知らせ、あるいは今年もまた待ってますとか、そういうものをお送りに

なっているのかどうかですね。つまり、データとしてあるわけなので、そういう

方にずっと継続的に追いかけたサービスみたいなものをしているのかどうかとい

うことについてちょっとお伺いしたいと思います。もらって、はい、ありがとう

で終わりではなくて、やっぱり継続的に何かお知らせしていくというふうなこと

が次につながるのだろうと思います。 

そういうデータの活用という点からもう１点お伺いしたいのですが、これからビ

ッグデータをいろいろ活用していくということになるだろうと思いますので、そ

ういったときに、やはり来訪者、例えば福岡県で言うと、太宰府はすごくたくさ

んの方がおいでになっているので、太宰府に行っている方とか、あるいは筑後地

方の温泉とか様々な農園、果樹園に行っている方とかがいらっしゃるかと思うの

ですが、そういう方にもう１つ足を延ばしてもらえる次のデータを提供できるよ

うな形、そこで１か所行くのではなくて、もう少し足を延ばして２か所、３か所

と行ってもらえれば、そこで新たなものを購入してくれたりとかするわけなので、

それが全体の収入につながっていくと思います。大分前にも申し上げたのですが、

観光的なネットワークづくりというのは個別にいろいろ市町村がやっているかと

思うのですが、やっぱり県がネットワーク化して、ここに行ったら近くにこれも

ありますよとか、ここにもこんないい温泉がありますよみたいな全体的に提供で

きるようなものを考えていけないのかと。そうすると新たな収入につながってい

くのではないかと思います。そういう形でデータを使っていくというのがやっぱ

りＤＸの一つの意義なのではないかなと思いますので、その辺りについてお考え

なのかどうか、あるいは将来の見通しというか、喫緊の課題と思っていらっしゃ

るのかどうかという辺りについてお伺いしたいと思います。以上、２点です。 

副会長：お願いします。 

県 側：１点目でございます。平成２９年の２,４８０件、９,１００万程度でございます

けれども、これについては災害でございます。ここ４年、５年続けて災害が起こ

っているところですけども、特にこの平成２９年のときはひどかったと記憶して

おります。ですので、このときに飛躍的に伸びたというところであります。 

県 側：２点目は、観光とかにＤＸデータの活用などをしっかりしていって、それがひい
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ては県全体の収入増につながっていくのではないかという御指摘かと思いますが、

こちらは確かに収入につながるという側面もあるのですが、やっぱり観光振興と

いう観点からしっかりデータの活用も進めるべきと思っておりまして、そちらに

ついては、もう一方の行革大綱と並行して議論されている総合計画ですとか、あ

るいはＤＸ戦略のほうで議論しております。そこのところの状況とかはまたぜひ

次の会にも御報告をさせていただきたいと思っておりますので、そちらでどうぞ

よろしくお願いいたします。 

副会長：それでは、次、お願いします。 

委 員：私もふるさと納税で、今まで発言された方とダブるかもわかりませんけど、例え

ば令和２年の４,３００万という寄附額に対して、先ほどありましたように、コ

ストがかなりかかっていて、返礼品とか、あるいはアプリの会社に一定、手数料

を払うと。ですから、どれくらい税収として福岡県の財政に寄与しているのかと

いうのを数字として表した上で、どういうふうにやっていくかというのを検討し

たほうが良いのではないかなと思っています。そういった意味では、職員の手間

とか、金額的にはアウトできない経費というのもかかっていると思いますので、

そこら辺も可能であれば少し教えていただきたい。あとは、県産品の販路拡大で

あれば、例えば農産物であれば農林水産の政策、そういった同じような政策をや

っていると思いますので、そことの兼ね合いをどのように整理をして、どのぐら

い力を入れてこれに取り組んでいくのかというのも検討が必要かなと思っていま

す。 

あわせて、例えば福岡県に在住の方でほかの自治体に寄附をされている方も多分

いらっしゃると思いますので、それがどれくらいなのか。関東とかあちらのほう

は出ていくほうがはるかに多いと聞いております。都市部のほうが税収は減って

いると聞いていますが、そこは一定額、地方交付税で後ほど補塡されると聞いて

おりますけど、そこら辺の額的なものも分かれば教えていただきたいと思います。 

副会長：お願いします。 

県 側：まず最後の質問から答えさせていただきます。福岡県が令和元年度に受け入れた

寄附金額が６００万余りございます。これが制度上は令和２年度のふるさと納税

に係る寄附金の税額控除、これは県民税に反映していくのですが、これについて

は２８億余りでございます。これで、ふるさと納税の寄附金の税額控除の減少分

については７５％が基準財政収入額に反映されるということですので、そのよう

な２５％、これが７億程度ございます。ですので、福岡県は人口が多いのでほか

の県の市町村、こういったところにふるさと納税をされる方も非常に多くて、７

億弱、税収が減っているというような状況でございます。 

それから、１点目のふるさと納税のコストの関係でございますけれども、前にも

質問があった委員の方にはお答えさせていただいたのですが、総務省の指導によ
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りまして、寄附金額の３割程度に返礼品を抑えると。福岡県もそうなのですが、

手数料、こういったものを合わせている自治体も一部あります。それからあと人

件費、こういったものの試算がまだしっかりできてないということで、それはし

っかり把握しておかないといけない、要は費用対効果をしっかり把握しておかな

いといけないと考えております。 

それから、２点目に質問がございました県産品については、農林水産部と連携し

て、どういったものを対外的に返礼品として出していくのかとか、そういった情

報というのは農林水産部としっかり連携しながらやっております。あと、例えば

ロットの問題であるとか、それから季節ごとの出せる、出せないもございますの

で、そういったことは農林水産部と計画的にやっているところでございます。以

上です。 

副会長：よろしいですか。それでは、次、お願いします。 

委 員：皆さんいろいろ御質問したので、簡単に１点だけ。税収の現状のところなのです

が、未収額の推移を見させていただくと、これは個人県民税、自動車税の金額で

すよね。非常に多いなとちょっとびっくりしたのですが、それの下に税収確保の

対策とあって、これについては件数ということだと思うのですが、差押えの件数

とかは令和２年で７,０３２件という感じで記載されているので、税の未収がこ

のぐらい金額があって、確保が件数ということになると、この件数、確保して、

差し押さえるのが５,６１２件だったら、金額を出すのはどうなのか分からない

のですが、結論的にどのぐらい確保ができたのか、残りはどのようになっている

のかみたいな……。金額と件数の対比だとちょっと分かりにくいなと感覚的に思

ってしまったので、恐らくきちんとされていて、県からの資料にはこういう載せ

方だったのかもしれないんですけど、ここだけ分かるようにしておくとちょっと

ありがたいなという気がしました。 

全体的に見ると、県で過去最大のマイナス、これだけ県債の残高があって、それ

でも１人当たりはそんなに大したことはないみたいな感じだったので、これが株

式会社だったらとんでもないことになっちゃうな、税収の見込みとかを踏まえて

しっかりやっていかないといけないと思ったのと、他県との比較とか、先ほどど

なたかがちらっと言われたかもしれないですけど、同じような人口とかでどうな

のかとか、ふるさと納税をうまく活用できている県はどうなのかとか、他県の状

況を知るから福岡県で比較してみても良いのではないかなと客観的に見て思いま

した。 

副会長：どうですか。 

県 側：まず、差押え件数と収入未済額の関係ですが、差押え件数は、もともと滞納にな

って、職員が電話をかけたり、文書を出したり、臨戸をしたりして入った分も十

分あります。それでも入らなかった場合、差押えという処分に入るのですが、そ



 

19 

 

の中には調定額、課税した金額引く収入額が収入未済額になります。だから、う

ちのほうが６,０００億ぐらい大本の調定額がありますので、それに比べて未済

が９２億という形になっております。最初の調定に比べると収入はかなりあると

判断はしております。 

この９２億でございますけど、この中には、先ほども説明があったと思いますが、

コロナによる徴収猶予という金額も含まれております。それが２３億ほど入って

おります。それに通常の課税の徴収猶予といって、分かりやすく言えば、例えば

軽油引取税なんかは２か月の徴収猶予が必ずあります。特別徴収義務者は納税義

務者本人がカードで払いますので、それは２か月後に落ちるということで、法的

に認められた徴収猶予もございます。そういうのを含めますと、この分からかな

り減ってくるものと思われております。他県との比較につきましてはうちのほう

もやっておりまして、合計でいきますと、うちのほうが４７都道府県中、中位に

大体位置しているところでございます。説明は以上です。 

副会長：先ほどもありましたけど、結局、今の質問の骨格は徴収率の話が目安になるので、

現年分、過年分の徴収率がどうかという数字を出してもらえば大体分かるところ

があると思います。そんなところで、次回でも出していただけたらと思います。 

あわせて、これは県が直接集めているのが自動車税ぐらいです。県民税は結局、

市町村が集めているのに県が乗っかる形になっていたり、それから、地方消費税

のほうは国が配分したりしていますので、県の直接の努力が自動車税とかは出や

すいのですが、あとは市町村を介して、ないしは市町村を応援してじゃないと上

がらなかったりするので、県としては対策が立てやすいところとなかなか立てづ

らいところ、両方あるという特殊性があって、今後、この徴収体制をどうしてい

くかということ自体が長い目では大きい課題にはなっているということなのだと

思います。そうした中で、今はどのぐらいのパフォーマンスになっているかとい

うのを、先ほどから数字の話もありましたので、数字で客観的に示していただけ

たらと思います。よろしいですね。 

県 側：はい、分かりました。 

副会長：それでは、以上でよろしいでしょうか。それでは、次の資料３のほうに進みまし

て、この資料３が終わったところで１回、休憩を取りたいと思います。それでは、

資料３の説明をお願いします。 

 

（県側説明）資料３ 歳出削減の取組み 

 

副会長：この事業につきましては、先ほどからも幾つか関連した質問が出されております

が、改めて皆さんほうから御質問、御意見をお願いします。いかがでしょうか。 

委 員：職員住宅についてお伺いします。施設がありますとどうしても維持修繕費が発生
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しますので、民間の施設を利用した場合の比較等のシミュレーションとかをされ

たことがありますでしょうか。また、万が一、民間のほうがよければ職員住宅を

全て廃止するという考えはありますでしょうか。それと、この入居条件をちょっ

と教えていただきたいのと、職員住宅に入居した場合、これは何十年も住めるの

でしょうか。 

副会長：では、事務局、お願いします。 

県 側：１問目の民間住宅を借り上げて入居した場合と職員住宅を維持管理した場合のシ

ミュレーションは、申し訳ありません、今現在持ち合わせておりませんので、そ

こはちょっとお答えができないところでございます。 

次に、民間のほうがよければ県職員住宅は全部廃止することは検討されています

かということなのですが、県職員住宅につきましては、人事政策上必要な施設と

して、我々は全部廃止するという方向で今現在検討はしていないところではあり

ますが、先ほどから申し上げておりますように、入居率が低かったりですとか、

いずれ老朽化していってコストがかかってくるということになれば、効率的な行

政運営の観点から、廃止を検討していくということもやむなしと思っております。

いずれにしても、今の現段階で全廃ということはまだ時期早尚かとは思っており

ますが、そういう方向も見据えた上で、今後、計画的に考えていく必要があるか

と思います。 

それから、入居条件につきましては、まず、通勤が困難であること、いわゆる人

事異動がありまして発令があった場合に、通勤時間が男性の場合は９０分、１時

間半を超える場合、女性の場合は６０分を超える場合につきましては、通勤困難

者として職員住宅の入居を認めているところでございます。あと、新規採用職員

でどうしても職員住宅に入居しなければならないような状況でありますれば、職

員住宅に入居を認めているというところでございます。入居の期限ですけれども、

最大１０年まで入居できるということにしておりまして、１０年を超えての入居

は特別な事情がない限りは認めていないところでございます。 

副会長：よろしいですか。それでは、ほか、いかがでしょうか。では、会長、お願いしま

す。 

会 長：これは意見なのですが、データの利活用のところの話が出てまいりました。デー

タの利活用は当然、一番大切なところ、コアなところではあるのですが、その基

となるデータそのもの、デジタル基盤のデータそのものをきちっと共通化して県

庁内外で使えるレベル、あるいは国との連携も含めて、そういうデータのつくり

込みというところが今から極めて重要になってくると思います。そういう意味で

は、そういうデータを使ってまた新しいことが起こると。今、使えるデータとい

うのは内部的にも今から整理、棚卸しをしなきゃいけないとおっしゃっています

けども、これを外で使える形にまたもう一回やり直すという大きな作業が待って
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いると思いますので、そこのところは総務省、デジタル庁等々とつるんで、ぜひ

県庁内外で使えるような全国統一のデータに広げていっていただきたいと思いま

す。データを使って何かやろうという人は実は山ほどいるんですね。ただ、今の

ところはデータがないというのが日本のかなり大きな問題だと思いますので、サ

ービスの目線、県民側の目線で、こういうことができたらいいというものをつく

っていくときにデータがどんどん必要になっていきますので、当然、その中で組

織の効率化もスリム化も出来上がってくると思います。そのデータをきちっと整

理するというところから始めていただきたいと思います。意見でございます。 

副会長：いかがですか。お願いします。 

県 側：デジタル戦略推進室です。まさに会長おっしゃるとおりで、昨年の１２月に国が

出しましたデータ戦略の中にもまさしく同じようなことが書いてありまして、ま

ず、国とかほとんどの業界団体によって統一されたレイアウトとか、標準化され

た仕様の下にまずベースレジストリーが整理されて、交通とか、流通とか、そう

いうそれぞれの分野が横断的に整理されていって、最終的にはデジタル社会等を

実現できる。喫緊で言えば、スマートシティーとか、スーパーシティーとか、そ

ういう社会実装が始まると。 

そういう青写真をデータ戦略の中に書いてあるのですが、県庁の中でも、ここの

課題にも書いてありますように、隣の課が持っているデータとかは恐らく共有さ

れていないのがほとんどかと思います。オープンデータとして公開されていても、

各自治体が公開するオープンデータのレイアウトが違うということで、使う側に

とっては非常に不便、レイアウトを合わせてほしいというのはいずれ必ず来ます

ので、国がやっている共通化の動向を見ながら、県庁の中でも、ここで申します

ように、そういうワーキンググループをつくりながら、中のデータを使いながら、

それが外でも便利に使えるように、今後、検討を進めていきたいなと考えている

ところです。以上でございます。 

副会長：その他、いかがでしょうか。それでは、次、お願いします。 

委 員：このＥＢＰＭを使うときは、政策を立案するとそのまま日本語で書いてあるとお

りで、何を自分たちで使うのかというところから整理していかれるといいと思い

ます。というのは、県のオープンデータは、ＰＤＦとか、適当な形式で上がって

いるのはあれですけれども、そうじゃなくて、まず使うデータが何かということ

を整理していかないと、データが膨大にあり過ぎて、要らないデータまでオープ

ンデータにしてしまっても作業の意味がないので、まずは御自分たちで使われる

データでＥＢＰＭに沿った施策をどのように立案していくかというところで、使

うデータは何かというのをきちんと内部で整理されるのが一番早いかなと思いま

す。今あるオープンデータ全ての形式を合わせてとか一遍にやろうとすると絶対

に失敗しますので。 



 

22 

 

オープンデータというと、もちろんデジタル庁ができましたので、そこと回して

いくのがこれから必要になってくると思うのですが、そこに合わせたＤＸ戦略室、

今、そういった対応をする部署があると思うのですが、多分、個別につくってや

っていかないといけなくなるのではないかなという話が私たちの業界でも出てい

るくらいなので。例えば東京都がやっているように、データを基に政策を打って

いる、コロナの対策とかそういうことをやっていると思うのですが、そこに準拠

していくような形の方向性になるのかなというのは業界的に話が出ています。 

そこと併せて、組織体系とデータの整理、まず何を使っていくかということをき

ちんと整理してスケジュールを立てないと、いつまでも多分終わらないと思うの

ですね、分からない人たちがやっても。データといっても、私たちもＡＩとか量

子コンピューターの仕事をしていますが、このデータの整理のところが一番時間

がかかって物すごく労力がかかりますので、どうやってやるのだろうと。県とか

だと相当の数のデータがあると思っているので、ちょっと想像ができないので、

まずは、本当に自分たちでお使いになるところからオープンにしていくというこ

とが一番早いのかなと思う。私の質問というか、意見になってしまうのですが、

そういうところから計画を立てていく、それが行政改革につながると思っている

ので、そのようにやられたらいいのではないかなというのをちょっと御意見とし

て述べさせていただきました。 

副会長：いかがですか。 

県 側：デジタル戦略推進室です。我々も実際のところ溺れるのではないかという思いも

ありますので、まずは本当に小さいところから確実に成功体験を積んでいくよう

な考え方をしなきゃいけないのだろうなと。何もかもやってアブ蜂取らずになる

可能性も十分ありますので、その辺を考えながらやっていきたいなと思っていま

す。ありがとうございます。 

副会長：では、次、お願いします。 

委 員：御説明ありがとうございます。私も質問というか意見かもしれませんけれども、

申し上げたいと思います。まず、最初の公共施設等の適切な管理・運営の部分な

のですが、今の御説明ですと、これは今年度中に総合管理計画の改定を予定して

いるということになっています。（２）の今後の取組の方向性というところとも

しかしたら重なっているのかもしれませんけれども、やはりどのような改定を予

定しているのかということは少しここで御紹介いただいた上で議論をする必要が

あるかなと思いますので、今回間に合わなければ次回かもしれませんけれども、

その辺りを少し知らせてください。長期的にコストを捉えていかないと、やはり

負担の平準化というのは非常に大事ですので、その辺りは具体的に検討したほう

がよろしいかなと思います。 

２点目としましては、職員住宅の件なのですが、こちらにつきましては、先ほど
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入居率が低いものについては対策をせずに廃止をするという説明をいただいてお

りました。でも、どの施設がどのぐらいの入居率があるのかということは少なく

とも今回出していただいた資料では分からないところでありますし、そういう意

味では、ちょっと具体的な議論がここでやりにくい部分がございます。 

あわせて、これは令和４年度から８年度までの改修が予定されているというスケ

ジュール感なのですが、それで（３）の今後の取組の方向性ですと、これからど

の施設を残すか残さないかという議論をするというステージなのでしょうかとい

うスケジュール的なことも併せて確認をしたいと思います。先ほどの平準化との

関係もありますし、ちょっとスケジュールが苦しい形での進め方になるのではな

いか、もう少し長期的にデータを積み上げて考える必要があるのではないかと思

ったところです。 

三つ目の事務事業の見直しの部分なのですが、これも御報告いただいた内容とし

ては、平成２９年度から令和３年度までの累積の成果を踏まえて次のステップと

いうことで理解をしています。この辺りの具体的な事業の一覧はつけていただい

ているのですけれども、どういう成果があったのかという少し質的な部分も確認

をさせていただけるとありがたいと思います。金額ベースは出ているのですが、

もう少し分かりやすいというか、具体的なデータを出していただきたいと思いま

す。 

あわせて、令和３年度までの取組ですと、恐らくＤＸと働き方改革、今まさに求

められている部分がどの程度それの検証期間の中に入っているかというところは

ちょっとつかみかねますので、新しい行政との関係で足りないここの部分につい

ても、もし把握されている分がありましたら御紹介をいただきたいと思います。 

最後にＥＢＰＭのところですけれども、こちらは先ほどふるさと納税のときに私、

申し上げましたので重ねませんけれども、似たような状況がほかの部署で起きて

いないかという点は確認をしていただきたいと思います。ＰＤＣＡで進捗管理を

しているはずなので、それができていないのであれば、それを行うためのデータ

を新しくつくっていただくということも必要だろうと思いますので、それが必要

な部分ではつくっていただく対応。あわせて、データをオープンにするという観

点では、恐らく進捗管理で使っていただいていたときに取っていただいたデータ

をオープンにして供用していくというところは割と直近でできることではないか

なと思いますので、この辺りを御検討いただければと思います。今の段階でもし

何か教えていただけることがあればお願いいたします。以上です。 

副会長：それでは、４点、お願いします。 

県 側：財産活用課でございます。では、最初に、公共施設等の総合管理計画の改定につ

いて、どのような内容かというお尋ねでございました。内容につきましては大き

く３つ掲げております。 
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まず、御説明の中で申し上げました中長期的な経費見込みの精緻化。これにつき

ましては、２８年度に計画いたしました総合計画、その後、およそ４年から５年

かけまして一つ一つの施設の個別施設計画ができましたので、それらに掲げてあ

ります数値を総合計画にフィードバックしていくという作業を行います。それと

併せまして、内容につきまして、そのかかる費用が普通会計なのか公営事業会計

なのか、またそれが建築物に対するものなのか橋梁などのインフラ設備に関する

ものなのか、維持管理が修繕、改修、更新のいずれに当たるものかという内容で

計上してまいります。 

それと、二つ目に、数値目標の設定を求められております。これにつきましては、

具体的にこの取組を行うことによります施設の改修、修繕等に係る経費の縮減、

これをもちまして目標値の設定としたいと考えております。 

三つ目に、その他の計画の充実ということで、過去の対策実績、どのような対策

を行ってきたか、また、施設保有量の推移であるとかユニバーサルデザイン化の

推進の方針、これらを盛り込むように総務省から求められておりますので、これ

らについて改定を行っていきたいと考えております。以上でございます。よろし

くお願いいたします。 

県 側：続きまして、職員住宅の件についてお答えいたします。まず、個別施設計画では、

令和４年度から８年度までに各長寿命化計画に基づきまして改修を行うとしてい

る一方で、入居率等の向上の取組を行ってもなお改善が見られない住宅につきま

しては、こうした改修を行わずに廃止することを検討するということで、具体的

に、タイムスケジュールですとかスパンのほうがまだ少し遅いのではないかとい

う御指摘につきましては、私どもとしては、１番目に職員住宅の入居率向上をま

ずは図りたいと。そのためにも施設の改修等を行いまして、できるだけ入居して

いただくような形を図っていきたいと思っております。 

これを行ってもなおどうしても入居率が上がらない施設につきましては、資料の

ほうでも説明しておりますとおり、現在、入居率が非常に低い住宅は２割という

ところで、主に世帯用の住宅のほうが入居率は低いのですが、そちらにつきまし

ては、まず、単身の方の入居も含めて認める等の入居条件の緩和等も行いながら、

今現存している施設をできるだけ最大限有効活用する手だてを図っていきたいと。

まずはこちらの対策を先にやりたいということでございます。 

それでもなお、あと数年程度……、ちょっとここは具体的に年数が言えないので

申し訳ないのですが、そういった状況で一定の入居率の改善が見込めないものに

つきましては、関係機関と協議しながら廃止に向けた検討をしていきたいと思っ

ております。以上です。 

県 側：財政課でございます。事務事業の見直し結果についてということで、今公表して

いる結果を見られているということと思います。例えば事業を廃止しましたとか、
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効率化を図りました、改良しましたなどの出し方なのですが、御指摘は質的な部

分ということで、例えばＩＣＴ化とかＤＸ化、これらを導入することによってこ

ういうところが削減につながりましたとか、そのような結果を示すことも大事じ

ゃないかと。その前に、そういうものを達成することによって、どう今後の５年

間を見直していくのだというところももちろんかと思います。それから、昨今、

働き方改革というのも大きなテーマで、見直しを行っていますので、それに対応

したところの見直しはどうやってできるのかとか、事業の見直しにどうつながる

か、そういったものを、次期計画を立てる段階で考えまして、またその結果は毎

年出しておりますので、どういった報告の仕方をするかも含めまして検討をさせ

ていただきたいと思います。 

県 側：最後はデジタル戦略推進室です。恐らく御質問にあったように、効果検証のため

のデータ、ＰＤＣＡのチェック、アクションまで含めたデータの検証を共有でき

ているか、把握できているかと。恐らくそこが我々はできていないと思っており

ます。やっている部署はあるとは思うのですが、それが標準化になっているかと

いうと、それはまた違うのではないかなと思っております。 

   ＥＢＰＭは、データに基づいて仮説を立てるだけじゃなくて、当然、その結果に

ついてもデータに基づいて検証すべきであろうと。それはそのとおりだろうと思

っております。その検証結果のオープンデータ化につきましては、オープン化す

ることによって利活用もしくは行政の透明性の証左になるとは考えておりますけ

れども、先ほどもございましたように、何でもかんでもはやはりできないだろう

と私も思っておりますので、ＥＢＰＭにきちんと乗るようないい事例をまず見つ

けて、それを皆さんに勉強とともに使っていただいて広めていく、これがやはり

実直な道であろうなと今思っているところでございます。以上です。 

副会長：よろしいですか。 

委 員：はい。御説明ありがとうございました。今回御紹介いただいた分野は、どこも改

革がかなり難しい分野だと承知しています。ですので、あえて時間的な観点から

スケジュール感をどう捉えるのかであるとか、あとは、直近の成果をどのように

反映して次につなげていくのかというところはエビデンスでしっかりやっていく

必要があろうかと思いますので、これまでもやってきた流れの中で、今後どうす

るかということを、データをベースにしっかり御検討いただきたいと思います。 

副会長：その他、いかがでしょうか。 

委 員：ありがとうございます。オープンデータ化の話なのですが、先ほど津田会長がお

っしゃったように、県庁内外で使えるオープンデータ化をというものがあって、

もちろん私もそのとおりだと思うのですが、基盤づくりとかはいろいろあるかと

思うのですが、県庁内のほかの委員会で実は一つの課内、一つの部署ですね、で

もデータの共有ができてない、ある係は持っているけど別の係はそのデータがあ
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るのを知らなかったみたいなことがつい最近ありましたので、課内で共有してい

ただくとか、そういうことも棚卸しをしていけばできることかと思うのですが、

最初の一歩はその辺りからかなというな感じをちょっと受けています。それから、

もう一つは、県庁の中にある行政データだけじゃなくて、例えば国が持っている、

必ずしも e-Statなどにも上げられていない福岡県分のデータというのがあります。

例えば労働力調査の福岡県分とか、そういうのは直近の分はオープンにされてい

ないのですが、そういうのはすごく大事な部分だと思うので、やはり国が持って

いる福岡県分というふうなものとの連携、共有もぜひ進んでやっていただきたい

と思います。 

副会長：いかがですか。 

県 側：デジタル戦略推進室です。隣の係の持っているデータも実は知らなかったという

話、これは仕組みというよりもほとんど文化の世界かなと思っております。「Ｄ

Ｘ」のＸは文化とか意識の変化というのを含んでおります。それもその辺が出発

点になっていると思いますので、その辺はまず皆さんにいろいろ啓発をお願いし

なきゃいけないところかなと考えております。 

２点目は、国が持っている県のデータがあって、それは公開される前のものだっ

たりして、実はあるのだけど県の人も知らないよというのがあります。我々も恐

らく知らないのが結構あるのではないか、棚卸しをしてみれば分かるかなと思い

ますので、それが、本当に皆さんが使えるとなれば、こういう皆さんでワーキン

ググループとかの仕組みを通じて、公開の在り方とかを今後、十分検討してまい

りたいなと考えております。ありがとうございます。 

副会長：お願いします。 

委 員：１点だけ。１１ページの事業点検による事務事業の見直しのところなのですが、

（２）に課題が３点ほど列挙してありまして、特に③に書いてありますように、

この間、長期にわたってずっと管理費と事務費の削減をやってきて見直しの余地

が少なくなっているとか、非常に超えることが難しい課題が３つ挙がっていると

思うのですが、今後の取組の方向性についてはそれらの見直しを行っていくとい

うことになっておりますが、ここは財政改革プランとの兼ね合いも非常に出てく

るのだろうと思っています。具体的に、このような課題の解決に向けてどのよう

な考えでやっていくのかというのをもし考えてあれば、あるいは、それはまた今

後この会議の中で出てくるのかどうかというところも含めて少しお尋ねをしたい

と思います。 

副会長：お願いします。 

県 側：財政課でございます。この３点のところで、１点目の対象経費が限定されるとい

うところは非常に難しいのかなと思います。例えば人件費にしても、意識的に水

準を下げないとできないということもありますし、人数を減らすとか、そのよう
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なことになってまいります。社会保障費はいかにその議論を抑制するかというと

ころでございますので大変困難と考えているところです。 

二つ目の縮減困難と書いておりますのを少し申しますと、例えば、県立学校はも

ちろん県費で見ておりますけども、私立学校に対しての経常費の助成ですとか、

そのようなものがこの経費の中に入ってまいります。 

そういうことで、今言いましたように、２５年連続でやっておりますので、よく

事業担当のところからは、もう岩盤だとか、空雑巾を絞るようなということを言

われておりますけども、不断の見直しを続けざるを得ないと考えておるところで

ございまして、今までもそういった中でテーマとか分野とかを決めてやれるもの

はいろいろやってきておりますので、先ほど委員の先生から御指摘いただいた、

それこそＩＣＴ化とかＤＸ、その辺を活用した場合にどう事業の見直し、経費の

見直しにつながるかというのをよく勉強しまして見直しにつなげてまいりたいと

考えています。 

副会長：私のほうからも最後に。大分重なるのですが、この事務事業見直しは、今御説明

がありましたし、それからこの審議会でもずっとやってきましたが、県の事業に

関しては、もともと額の低いものですとか、市町村と一緒にやっているので市町

村事業を評価しなきゃできないものですとか、調整とかにしか使っていないよう

なものが結構な割合であるので、それらも含めると単費全般、一般財源部分の対

象経費が結構限られるし、なおかつなかなか手数をかけて見直せない事務事業が

結構あるのは事実だと思います。ただ、人件費全般がみんなそれに該当するのか

どうなのか、社会保障費も、どこまで社会保障費に入れているか分かりませんけ

ど、これがどこまで該当するのかということを考えると、いわゆるＥＢＰＭで手

数をかけてやるべき事業の基準をもう少し透明化して、今までは特に審議会まで

上がってくるときは委員全員で考えると見直しができそうなやつが上がってくる

のですが、どういう基準で選んでいるのかということも含めて、少なくとももう

少し対象事業の透明化を図って、特に額の大きいものについては、どうして対象

事業から外れたのかということに関してもやっぱり一定程度説明するような工夫

が必要ではないかという気がしていまして、やるべきものはしっかりやるけどや

らないことの説明もしっかりするというのを併せてできないのかというのが１点

です。 

それから、２点目は、公共施設の総合管理計画の見直しはしっかりやってほしい

のですが、今、見直しの動向を見ていますと、これはもともと対象市町村が多い

のですが、県で言うと、県が県有施設の固定資産台帳、固定資産税じゃなくて自

分のところの固定資産をしっかり台帳管理していて、それがシステム化されてい

るかどうかいうのが統一的に維持管理できているかどうかの一つのメルクマール

になってきているような感じがします。これが県で今どういう状況になっている
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かというのをお聞かせいただきたい。 

それから、最後に、今日、職員住宅の話がありましたが、普通は職員住宅の前に

県営住宅がどうなるかという話が大抵あるんですよ。これはちょっと区分けが違

うので別なときに出るのか、県営住宅はどういう扱いになるのか、ここのところ

をお聞かせいただけたらというのが３点目。いかがでしょうか。 

県 側：財政課でございます。事務事業見直しのところでございまして、これは毎回、こ

の行革の中でも見直したものについてのみ御審議いただいているというところで、

実際、今回、課題の中で見直せない経費がかなりあるということを言っておりま

すので、なぜ見直せないのか、見直しができないところをきちんと示して御審議

をいただくというような御指摘だと思っております。これにつきまして、申し訳

ございませんけど、きちっと受け止めまして、今回の行革審の中でお示しをでき

るのかどうかも含めて検討させていただきたいと思います。よろしくお願いいた

します。 

県 側：財産活用課でございます。県有施設につきましては、固定資産台帳でそれが統一

管理できているかというお尋ねでございますが、県のほうでは、公有財産につき

まして、公有財産管理システムを構えましてしっかり管理しているところでござ

います。 

県 側：県営住宅の件について御質問がございました。福岡県では住宅供給公社において

県営住宅の提供を行っておりまして、こちらについては前々回の議論の際に公社

等外郭団体の見直しというのが一つ、テーマになっておりましたので、そこの中

でどうするかというのを必要に応じて検討してまいりたいと考えております。 

副会長：では、長時間になりましたので、ここで１回、休憩します。時間が随分経過して

いるのですが、多分、最後の資料５はあんまり時間がかからないと思います。資

料も割と簡単にいけるのではないかと思いますのでそんなに不必要に長く皆さん

を拘束することにならないように頑張りますが、オンラインで結構疲れています

ので、取りあえず４時２０分まで休憩ということでお願いできたらと思います。

よろしくお願いします。 

 

（ 休  憩 ） 

 

副会長：それでは、残りになります。今度は資料４になりますね。これについて、事務局

のほうから説明をお願いします。 

 

（県側説明）資料４ 組織のガバナンス強化 

 

副会長：ありがとうございました。それでは、意見交換に移ります。いかがですか。 
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委 員：今回、内部統制制度の推進についてということで、令和２年４月から内部統制の

体制を整備して、今回、整備状況、運用状況のほうが実施されたということで、

これは９月議会に提出ということなので、監査委員の意見をつけた内部統制評価

報告書は、適正意見が出ているものなのか、その前段階で重大な不備というもの

が何か検出されているのか、それを今、公表できるかできないかちょっと分から

ないですけど、例えば何らかの重大な不備があれば、もしよろしければ教えてい

ただきたいなと。 

副会長：お願いします。 

県 側：内部統制室でございます。今、令和２年度の内部統制の評価がどうであったかと

いう御質問でございましたけれども、まず、評価部局のほうからは手続が適当で

あるという評価をいただいておりまして、監査委員につきましても、評価手続が

適切に実施され、評価結果は相当であるとの意見をいただいているところでござ

います。重大な不備については、ないと御意見をいただいております。 

委 員：ありがとうございます。すみません、追加で恐縮なのですが、その中で、１５ペ

ージの財務会計事務の適正な確保のところだったかと思うのですが、現状・課題

の２つ目のポツで、これは内部統制前の監査だと思うのですが、監査等において

は依然として不適正な事務処理として指摘等の対象となる事案が発生しているの

ですけれども、内部統制は適正に整備、運用されていて、ここはどういった不適

正な事務処理が発生しているか、具体的に教えていただくことは可能でしょうか。 

副会長：お願いします。 

県 側：会計課でございます。監査委員事務局のほうでは、財務規則等の規定にある程度

沿っていないものにつきまして、特に監査の結果として報告すべきものを指摘事

項ですとか注意事項として公表しているところでございます。これにつきまして

は、内部統制の方の不備には該当しているのですが、内部統制の方ではそれがき

ちんと期間内に是正されているということであれば結果として重大な不備に当た

らないという形になりますが、監査の場合は、それが発生した時点でこういうこ

とがあったよと指摘するのが仕事ということになっておりますので、我々として

は、是正はされているにしろ不適正な事務処理があった、そこは注意していかな

いといけないなということで資料にある書き方をさせていただいているところで

ございます。 

委 員：ありがとうございます。そうしたら、今後は不適正事例も減っていく方向になる

ということで理解していてよろしいですかね。 

県 側：おっしゃるとおりでございまして、そういったリスク管理を徹底していこうとい

うことで始まった内部統制制度でございますので、当然そういう指摘が減ってい

かないといけないと思っているところでございます。 

副会長：ありがとうございました。その他、いかがでしょうか。セキュリティー情報関係
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もありましたけど、どうですか。 

委 員：今ちょっと調べさせていただいたのですが、今回のようなセキュリティーの入札

を落とされたところがネットワンシステムズさんなので、悪い会社ではないので

いいのかなと正直思ったりしているところですけれども、内部監査はここも含め

て全部ですよね。だから、会計も含めて今問題になっている全部の書類を内部監

査してもらっているのか。終わったのでしょうか。 

副会長：いかがですか。 

県 側：すみません、内部統制のことをおっしゃっているのでしょうか。 

委 員：内部統制、そうですね。多分、セキュリティーのところまで全部、監査が入った

ということですよね。 

県 側：私どもがやっております内部統制は現段階では財務事務だけを担当としておりま

して、そのほかのことにつきましては、それぞれの所管課でやっているというこ

とになります。 

委 員：じゃあ全体の監査というわけではないのですね。じゃあ、この情報セキュリティ

ー対策推進のところは別に監査が入っているわけではなくて、情報政策課でやっ

ているということでしょうか。 

県 側：情報政策課が情報の監査を順次やっている感じですね。 

委 員：そうですか。文書管理とか個人情報の適正管理とかも企業だと大体監査対象にな

るので、どうなのかなとちょっと気になったので質問させていただいたところで

す。 

副会長：いかがですか。 

県 側：県民情報広報課でございます。個人情報の監査につきましては、県の訓令で随時

または定期的に監査をするというふうに定められておりまして、過去に漏えいが

起きたところを中心に監査を行っております。そして、そういったところの取扱

いが改善されているということは毎年度、確認しております。個人情報について

は以上でございます。 

県 側：文書管理について説明させていただきます。文書管理については、各所属の状況

を毎年調査してまとめているということと、あと、文書事務は自己点検の表があ

りますので、そちらを各所属から提出してもらって点検を実施しているという形

で、監査ではないのですが点検をしているということでございます。 

委 員：では、そこは縦割りなんですね。 

県 側：そうですね。 

県 側：人事課でございます。私ども、先ほど職務改善調査ということで御説明させてい

ただきましたけれども、こちらも監査ということではないのですが、総務部次長

が職務改善調査監という職を兼ねておりまして、毎年、本庁出先機関に出向きま

して、所属における不祥事撲滅を進めるという観点から、事務処理上の問題であ
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るとか人事管理上の課題とかも含めていろいろお話を聞いて、事務指導も含めて

適正な事務処理を行っているところでございます。 

その中で、例えば文書の適正管理でありますとか、もし財務会計上の問題が起き

ればそういったことも含めてお聞きして指導を行っておりますし、先ほど申し上

げました職員間のコミュニケーションのお話とか、職場が抱える課題を広くお聞

きした上で、相談に乗りつつ必要な指導も行うというような取組を行っていると

ころでございます。 

委 員：行政改革として考えるのであれば１か所でやらないと多分きついのかなと思って。

個人情報の関連と、文書の管理の観点と、会計も多分今からＩＴ化していくでし

ょうから、行政さんがクラウド会計にするかどうかちょっと分からないですけど

も、例えばこれからそういうクラウドとかという話になってくると、結局、さっ

きのオープンデータの話とかにつながってくるんですね。だから、ＤＸとかデー

タの整理とかという話とトータルで設計しないといけないので、これは縦割りに

なっているとすごく、ツールはこれだけどデータがどこにあるか分からないとか。

これから例えばＳｌａｃｋのようなチャットのツールで職員間のコミュニケーシ

ョンを図っていきますとか、リモートワークが出ますとかという話になったとき

には、必ずクラウド的なもので書類ですとか権限の管理、労働管理とかを物すご

くやっていかないといけないので、一部署だけで解決できる話ではないので、県

としてのトータルで見る部署が必要なんじゃないかなと思います。国に今、デジ

タル庁ができたのと一緒でして、そういう部隊がいないときついので、そういう

ところを補完しないといけないのではないかなという気が今までいろんなお話を

聞いて思いました。 

体制的なところでＤＸというのが根本に掲げられていましたけれども、それを使

う上でのツールの選定ですとか、どういうルールで運用していくかとか、そうい

うのも、きちんと県としての共通基盤を動かしていくといったときには多分、一

部署がトータルで管理していかないと共通にできないので、オープンデータの話

とかのところまで落ちていかないので、大丈夫かなという気も。 

私の役割は行政改革ということで意見を言うという立場ですから、今こういうお

話をさせていただいていますけども、私の立場から言うと、そういう各部署に管

理を任せるというのは、リスクが物すごくあるので、ちょっと怖いなという気も

する。根本的に見直さないといけないと思う。今そのＤＸのお話も進められてい

るので、別委員会ができているのも私は存じておりますけれども、そこがどのよ

うに動いていくのかというのは県全体で本当に考えないと。 

福岡県というとやっぱり一番注目されている県だと思いますので、そういうこと

は多分、率先してやる必要があるのではないかな、リーダーシップを執っていか

ないといけないのではないかなと思っています。これは多分、熊本県ではないし、
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佐賀県でもないなというのは思いますね。九州の一番大事な場所だと思いますの

で、福岡県として率先してやっていかないといけないのではないかなというのは

非常に強く思っています。 

副会長：いかがですか。 

県 側：行政経営企画課でございます。監査につきまして、様々なところで、縦割りでや

るのではなくてまとめて推進していったほうがいいのではないかという御指摘か

と思うのですが、文書管理、個人情報の適正管理、会計管理、情報セキュリティ

ー対策、全部を通底して不祥事対策みたいな形になりますと内部統制室というと

ころがある一方で、それぞれのところでそれぞれの観点から見ていかないといけ

ない部分もあります。全部まとめて監査だけで一部局というのはなかなか難しい

かなとは思うのですが、今まさに一番進めていかなきゃいけないＤＸのところに

ついては、情報政策課のほうで情報セキュリティー対策を推進していく中で、例

えば会計が課題になるとか、文書管理が課題になるとか、そういったことがあり

ましたら、もちろん会計課ですとか、うちですとか、個人情報だったら県民情報

広報課とか、そういったところが連携してそこの対策に取り組んでいくという形

になります。組織を一まとめにするというのはなかなか難しいかなとは思うので

すけれども、しっかりそこは連携を取って進めていきたいと考えております。ご

めんなさい、回答にはなっていません。 

委 員：でも、私は行政で仕事をしたことないのでちょっと分からないのですが、普通に

企業として考えたときには、通常、そのような管理だとマネジメントコストとセ

キュリティーコストがめちゃくちゃかかってしまうので、やっぱり一部署できち

んと考えてそれをやらないと例えば上場できなかったりしますので、そこら辺は、

この時代に来たときに連携します、で本当にいいのかな、行政改革ということを

福岡県として上げるときにそんなに悠長な話ではないのではないかなというのは

すごく思っています。というのは、民間のほうがすごい進んでいるというところ

と、あと、一般家庭の方々のほうが、ＩＴリテラシーが上がっているということ

を考えたときには、行政がやっぱり後れているんですね。学校もそうですけれど

も。なので、そういったことは今までは逆だったけど、県民とか、そういった普

通の方のほうが、リテラシーが上がっているという逆転のところもやっぱり時代

に合わせて相当速いスピードで改革をしていかないと、これを５年とかでやって

いたら、多分、どうなっているのかなと県民としては不安になりますよね。 

副会長：では、会長、いかがですか。 

会 長：ありがとうございました。私も全くの同感でございまして、特にＤＸになってく

ると、組織全体をどうまとめていくかという絵をしっかり描いていくというのが

最大の課題であります。同じレベル間で、ただのセキュリティーの話一つを取っ

ても、組織全体でのセキュリティーということになりますし、文書管理も組織全
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体で絶対やるべきだと思います。重い仕事にはなりますけども、これをやらない

と、さっき言ったデータの共有とかいうのも絶対にできませんし、セキュリティ

ーも絶対に成り立たないと。当社の話になりますけれども、例えばプリントアウ

トしたら誰がどの文書をプリントアウトしたかも分かる、上司の許可を取らない

と絶対にダウンロードはできないという仕組みになっていまして、いろんな形で

セキュリティーがあるのですが、インターネットとかは全体を物理的に遮断させ

てしまうとか、いろんなこの種のことは全体で構造を練って、全体でどういうデ

ジタル的な組織をつくっていくかというところから入っていかないと、これは今

の積み上げからいくと絶対に失敗しますので、よろしくお願いします。 

副会長：結構これは大きい意見だと思います。昔から行政に関係している者からすると、

昔は外部包括監査もなかったので、民間とは別に監査委員の世界の中で割としっ

かりやってきたのだという自負があるとすると、最近の外部包括監査の情報セキ

ュリティーも、それからコンプライアンスも、不祥事のたびにいろんな形でいろ

んなものが出てきて、重複で見ているところはあるかもしれないけど肝心なとこ

ろが抜けているかもしれないというようなものがあったりして、経費も結構かか

るようになってきているのは事実なので、これは見直す必要があるかどうかも含

めて、今どのようになっているのかということを一度整理していただいて、再び

どういう形になっているかを説明してもらって改めて議論したほうが多分いいの

ではないかと会長がおっしゃっていますし、その方向で進めてほしいと思います。

では、今日はこの件はここまでということで、次、お願いします。 

委 員：私は１４ページの職員倫理の保持のところで少し意見を言わせていただきたいと

思っています。一般的には、法的に問題がある行動を起こすときに、罰則を強化

してそれをなくそうとすると結局、地下に潜るとよく言われておりまして、要す

るに、法的に問題がある行為を撲滅するためには実質的な倫理観ですとか、そう

いったことを醸成する必要があるので、遠回りだけど、一つは職員一人一人が自

己肯定感を持てるような仕事の仕方、そういった環境、マネジメントをすること

が大事だと言われておりますので、今後の方向性には少しそのことは入っている

のかなと思っていますけど、管理監督者とかラインの方に対してそういったマネ

ジメントが必要だということをぜひ研修をしていただきたいなと思っています。 

それと、もう一つは、そういう不祥事を故意にやる部分と、先ほどありましたよ

うに、文書の紛失とか、過失による不祥事というのもこの間あったと思っていま

す。そういった意味では、これも今までの対策の中にあったように、風通しのい

い職場づくりといいましょうか、問題があることが分かった時点で即、対策が打

てるという職場風土、環境をつくっていく必要があると思っていますので、併せ

てそういったことも今後の取組の中では重点を置いてやっていただきたいなと思

いますので、意見として述べさせていただきたいと思います。よろしくお願いし
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ます。 

副会長：お願いします。 

県 側：御指摘は全くそのとおりだと思っております。今回は倫理保持という中で、具体

的な取組のところに絞って包括してお話を申し上げましたけれども、お話があり

ましたような風通しのよい職場づくりという点についても、前回、御報告もさせ

ていただきまして、大変重要視している部分でございます。そういった取組がや

はりこういう不祥事とか、いろんな事務処理上のミスをなくすとか、そういった

ところにも通じてくる大事な取組だと思っておりますので、そういったところを

しっかり踏まえて取組を進めていきたいと考えております。御意見ありがとうご

ざいます。 

副会長：その他、いかがでしょうか。それでは、お願いします。 

委 員：御説明ありがとうございます。先ほどの情報セキュリティーの部分についてです

が……、すみません、戻って。今、大学は結構厳しいかと思うのですが、本学で

も非常に情報セキュリティーが厳しくて、例えば県庁から送られてくるもので、

課によって違うのですが、添付ファイルがＺＩＰで送られてきたり、添付ファイ

ルをＺＩＰで送られると、つまり途中で中身がチェックできないので、ＺＩＰで

は送らないようにしようみたいな方向に今はなっているかと思うのですが、ＺＩ

Ｐに例えばパスワードがついているとか、そのパスワードを次のメールで送りま

すとか――これも全然有効じゃないとよく言われています、課によってやり方が

かなり違っていて、それはそれぞれの課でやっていますというようなことだった

かと思うのですが、安全性から言って、そこはやっぱりきっちり共通化して、今

だったらクラウドとかに置いて、そしてパスワードを渡して、そこにアクセスし

て見てくださいみたいな形になってきているのではないかなと。ＺＩＰで送ると

いうのはあまりやらない形になっているのではないかなと思います。そういう細

かいことですけど、でもそれがセキュリティーを破られる大きな原因にもなり得

るので、次期福岡県自治体情報セキュリティークラウドでそういうことまで決め

られるのかどうか分かりませんが、例えば添付ファイルを送るときにはどのよう

にするとか、大きい添付ファイルを送るときにはどのようにするとか、その辺り

も統一して決められておいたほうがよろしいのではないかなと思います。すみま

せん、細かいことで。以上です。 

副会長：いかがでしょうか。 

県 側：情報政策課です。セキュリティークラウドはどっちかというとサイバー攻撃辺り

に対応することだと思います。問題なのはどっちかというと人的なミスのところ

ですね。添付ファイルもそうですけど、パスワードをつけて送ったり、それぞれ

決められておりますけれども、その辺の改善も日々必要だとは思っています。そ

れから、誤送信が多いんですね。メールアドレスを間違って書くとか、関係ない
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アドレスが紛れ込んでいるとか、そういう人的なミス、この辺はなかなか難しい

です。それは本当に注意喚起とか研修とかでするしかない。システム的にもいろ

いろ対策は打っておりますけども、どうしても誤送信というのはぽつぽつ出てき

ております。それから、クラウドで運用というお話もありましたけども、これは

お恥ずかしいことですけど、コロナ関係で今年の初めにフリーのクラウドを使っ

ていたというところで大量の漏えい事件が発生しました。これも、クラウドの使

い方をちゃんと決めるということでその規定を見直しましたし、どうしてもフリ

ーのクラウドだと追跡もできない、何が漏れたかも分からないということであっ

たので、その辺は有料のきちんとしたところと契約してみたいな、きちんと規定

をし直しました。どんどんいろんな新しいサービスが出てきますので、便利だか

らこれを使いたいというのは私どもに相談が来ますけども、それぞれ見て、安全

性と利便性を考えながら対応していきます。以上です。 

委 員：多分、フリーのクラウドを使うとかはあり得ないかなとちょっとびっくりしまし

たけど、これはそういうクラウドを県がちゃんと契約して、大きいサイズのデー

タはみんなここに置きましょう、一定程度たったら消滅させてくださいみたいな

ことを普通はやっているのではないかなと思うのですが、添付ファイルのやり方

から共通化、安全化を進められたほうがよろしいのではないかなと思います。そ

うじゃないと、同じくＺＩＰフィイルをつけて、ちょっとアドレスを変えたよう

な人から来たら開けてしまいますよね。開けてしまったら相手に迷惑がかかった

りするわけですし。だから、ＺＩＰファイルとかでは県は送りませんよとか、そ

ういう形でやらないと。今お話を聞いてちょっとびっくりしましたけど。意見で

す。以上です。 

副会長：ＤＸ、情報関係は次回も議論する機会がありますので、今の議論も踏まえて、ま

た改めて議論できたらと思います。時間が大分来ていまして、あと、最後に資料

５というか、別冊の「県政モニターアンケートの結果について」というのがあっ

たのですが、これは行政経営企画課のほうで説明できる資料ですね。もう時間が

過ぎてあるので、これについては次回、冒頭で簡単に説明していただくというこ

とにしたいと思いますが、よろしいですか。 

県 側：大丈夫です、はい。分かりました。 

副会長：では皆様、そう難しい資料ではないので、アンケート結果なので、時間があれば

眺めていただいて、次回の冒頭、簡単にこれを説明して議論をしたいと思います。 

これで今日の審議は終わりなのですが、最後に会長のほうから今日の御感想、次

回に向けての御指示がありましたらいただきたいと思います。よろしくお願いし

ます。 

会 長：今日は３番目の課題ということで活発な議論をやっていただいて正直、少しびっ

くりしたのですが、皆さん自らの経験と、行政の知識と、両方合わせたところで
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の御意見を戦わせていただきまして、勉強になるとともに楽しませていただきま

して、ありがとうございました。今の議論の中に出ましたけども、私も含めて、

我々一般の人が考えるのと行政の現状のレベルというのにどうもかなり差がある

なというのが分かりました。やはり現状認識というのをしっかりした上で前に進

みたいと思いますので、県のほうとしても、現状がどうなっているというところ

と、もう一つ、このステップ、ここまでやりたいというところのゴール、ＫＧＩ

と今のところをきちっとお知らせいただいて、その上で、ＫＰＩというところが

見えながら議論ができればと思います。ちょっと時間を取らせて申し訳ないので

すけども、最後に、今までの議論の中で一つだけ意見がございまして、今日の議

論ではないのですが、もう済んだ議論で申し訳ないのですけども、生産性の高い

業務推進体制の構築というところでの議論がありました。ちょっと聞いたら、私

どもの例と照らし合わせたところで、生産性の向上というとどうしても労働管理

の強化と捉えられがちなのですが、当社のほうは、これは実は働きがいと一体に

なって進めるということをやってきました。５年ほど前に、働きがいというとこ

ろを高めるのに、社員の能力とか実績を適切に評価することで社員の士気も高ま

るのではないかという仮説の下で組織と個人の業務成果と能力向上の目標設定を

やって、ＫＧＩ、ＫＰＩを設定して、進捗設定して、成果評価とかというのは部

下・上司面談を重視するというようなことをやってきました。５年間かかったの

ですが、これは従業員アンケートを取ると生産性向上とほぼ比例するぐらいに働

きがいというのも一緒に上がっていったんですね。この辺のところをもって、次

にどうしようかというステップを考えていたときに、人事、給与についても年功

重視よりも能力、実績重視ということになってくるかなと考えてアンケートを実

は取ったのですが、当社の非管理職なのですけども、年齢、勤続給を重視してほ

しいというのは５割です。成果給にしてほしいというのが９割を超えたんです、

実は。私、驚きだったんですけども、やっぱり評価をしっかりするという前提に

立てば、人事評価のことで人のやりがいはしっかり起きてくるし、仕事ぶりも上

がってくるし、生産性も上がってくるということがわかりました。 

県でも人事評価の結果について給与反映を行っていると聞いていますけども、能

力とか実績を適切に評価するという中で生産性の向上に向けての職員の士気を高

めるということが非常に重要と思います。その上で業務としてのアウトプットも

上がってくると思います。何よりも職員の納得感を醸成しながら進めなきゃいけ

ないので、これは時間をしっかり取ってやらなきゃいけないことですけども、ぜ

ひその方向性というのも検討していただきたいというのを感じましたので、ちょ

っと長くなりましたけども、意見として述べさせていただいて、終わります。ど

うもありがとうございました。 

副会長：ありがとうございました。まさに働きがいをどうやって確保するかというのは今



 

37 

 

回の行革の中でも一番重要なイシューの一つなので、最後に御指摘いただいたこ

とを踏まえて、また改めて時間をかけて皆さんとじっくり具体化の議論をしてい

けるよう、事務局でうまく時間配分をしてほしいと思います。それでは、これか

らの進行につきまして、事務局のほうにお返しします。 

事務局：本日は長時間にわたりまして大変熱心に御審議いただきありがとうございました。

今日、幾つか次回の要求資料があったかと思いますので、それにつきましては、

関係課と調整させていただきまして、次回、御報告できる分についてはお示しし

たいと考えております。次回の第５回行政改革審議会は１０月２０日水曜の１４

時から、県庁ＤＸの検討状況について情報共有をさせていただく予定としており

ますので、一部非公開で開催いたします。本日はどうもありがとうございました。 

 


